予算要求資料
平成２９年度当初予算　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費　　　
	事業名　拠点結集による地域産業新展開プロジェクト事業費(任意)(単建)


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　商工労働部　産業技術課　技術支援係　電話番号：058-272-1111（内3049）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp

１　事業費　　        　　78,000千円（前年度予算額：78,000千円）

＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	78,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	78,000

	要求額
	78,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	78,000

	2月2日時点
査定額
	75,504
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	75,504

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
◆ものづくり産業（航空機・自動車分野）

・航空機やエコカーの生産に深く関わっている県内製造業では、更なる機体や車体の軽量化を求められており、部品の軽量化に欠かせない炭素繊維複合材料（CFRP）やアルミ合金を中心とした軽量強化素材の使用割合が増加している。しかし、素材自体の加工し難さから製造コストが嵩むといった課題を抱えている。本プロジェクトでは、ものづくり拠点における産学官連携体制の下、軽量強化部品の低コスト製造技術を確立し、県内企業の競争力強化と受注拡大を図る。
◆食品産業（食料品分野）

・県内食品・原料企業は、新たな機能性表示食品制度を契機に、地域の食材や農産物を活かした付加価値の高い機能性を有する食料品開発を活用した市場開拓に大きな期待を寄せている。また、消費者の本物嗜好が高まっており、自然由来の香りを利用する技術も求められている。そこで、これらのニーズに対応するため、食品開発拠点における研究を加速させ、食品産業の高付加価値化と新市場獲得を目指す。
（２）事業内容　
◆ものづくり産業（航空機・自動車分野）

①樹脂、金属など異種材料接合の効率化に必要な高度接合技術の開発
・樹脂と金属の接合

・異種金属の接合

②高強度アルミ合金部品の量産に必要な金型の高度化技術の開発
・金型の亀裂予防技術

・金型の表面処理技術

◆食品産業（食料品分野）

①健康維持に役立つ機能性食材の探索・商品化とその効率的な生産技術の

開発
・高機能スプラウトの開発
・県民の健康を守る機能性成分豊富な県農畜産物の安定生産と製品化　　　
②自然由来の香り付け技術の確立と、それを活かした製品づくり
・天然の抗生物質プロポリスの香りを活かした商品の開発　　　
・華やかな香りを有する、新たな日本酒用酵母の開発
　　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	4,303
	職員旅費（共同研究機関との打ち合わせ、学会参加）

	需用費
	14,000
	研究のための各種消耗品の購入等

	役務費
	1,514
	研究機関との連絡経費、更新する研究備品の廃棄料

	委託料
	19,506
	部材の外注加工

	使用料
	242
	会場使用料等

	備品購入費
	35,241
	研究備品の購入

	その他
	3,194
	学会参加負担金

	合計
	78,000
	


	　２月２日時点の査定額の考え方　
　事業内容を精査し、所要額を計上します。



	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	県民生活の向上に貢献する科学技術の振興を基本目標に掲げる「岐阜県科学技術振興方針」に沿って、①次世代産業の育成と地域経済の活性化（モノづくり）、②活力とゆとりのある質の高い県民生活の実現（地域づくり）、③科学技術の担い手の育成（人づくり）を柱に、県民・産業界のニーズに応える研究開発を進める。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	岐阜をアピールできる商品の開発（アイテム数）
	0品

（H27）
	－

（H25）
	－

（H26）
	－
（H27）
	13品
（H31）
	0%



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

大学や企業と連携し、工業品生産現場における生産性向上のための技術開
発や、県産農畜産物の機能性の分析、県農産物の生産安定化の技術開発に取り組んだ。

プロジェクトの個々の研究内容や、これまでの研究で得られた技術に関す

る研究報告会を工業分野と食品分野の2回に分けて実施した。有識者やプロジェクト関係者が合計で100名程参加した。

　


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

食品分野の研究で、飛騨エゴマの機能性に特化した新商品開発において、生産地・生産環境の違いで含有される機能性成分の量に違いがあることが分かってきた。今後、計画的に研究を進めることで、機能性成分を多量に含有する新商品の開発が期待できる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	企業ニーズ調査の中で、県の成長・雇用戦略と合致し、特に必要とされている課題を取り上げていることから、必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	研究課題の内容について、ヒアリングを行い本年度実施内容の確認を行うとともに、進捗確認を行った。工業系の分野においては、地域の企業と連携し、実用化を見据えた研究を開始した。また、食品分野においても大学や県内の企業と連携し、県産品の安定的な生産のため、環境の異なる地域での栽培を行う等の研究を開始した。今後、計画通り研究を進めていくことにより研究成果に期待できると考えられる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	研究課題に対する外部評価を実施することとしており、得られ
た意見に応じた軌道修正、および効率化を図る。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　プロジェクト全体が滞らないよう、それぞれの研究の初期段階から最終目標に向けた進捗状況の管理を定期的に行っていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　有識者ヒアリングや業界からの相談・要望から得られたニーズに基づき、研究課題の方向性を修正していく必要がある。


